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１  沖縄振興交付金事業推進費
　 （1）  沖縄振興特別推進交付金
　 （2）  沖縄振興公共投資交付金

２  公共事業関係費等

　 （1）  公共事業関係費

　 （2）  沖縄教育振興事業費

３  駐留軍用地跡地利用推進経費
４  沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事業費
５  沖縄北部連携促進特別振興事業費
６  戦後処理経費
　 （1）  不発弾等対策経費
　 （2）  対馬丸遭難学童遺族給付経費
　 （3）  対馬丸平和祈念事業経費
　 （4）  位置境界明確化経費
　 （5）  沖縄戦関係資料閲覧室事業経費
　 （6）  所有者不明土地問題の解決に向けた予備的調査
７  沖縄科学技術大学院大学学園関連経費
　 （1）  沖縄科学技術大学院大学学園運営費
　 （2）  沖縄科学技術大学院大学学園施設整備費
８  沖縄振興開発金融公庫補給金
９  沖縄振興開発金融公庫出資金
10  鉄軌道等導入課題検討基礎調査
11  沖縄振興推進調査費
12  その他の経費
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（うち復興特会分
136）合　　　計

（うち復興特会分
5,610）

300,138 293,719 6,419 102.2

事　　項 平成25年度
予算（案）

前年度
予算額

対前年度比
増△減額 比率

（単位：百万円、%）

※　四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

※平成２５年度内閣府沖縄担当部局予算（案）については、以下の内閣府ホームページも御参照ください。
http://www8.cao.go.jp/okinawa/3/2013/h25_gaisankettei.pdf

S p e c i a l  E d i t i o n

平成25年度内閣府沖縄担当部局
予算（案）について
　東アジアの中心に位置し、出生率が高いなどの優位性や潜在力を持つ沖縄への投資は「未来への投
資」です。
　平成25年度については、「強く自立した沖縄」の実現に向け、前年度を大幅に上回る総額3,001億円（前
年度 2,937 億円、対前年度比 64 億円増、102.2％）【復興特会分を除いて 3,000 億円、前年度 2,881 億円、
対前年度比 119 億円増、104.1％）】を確保しました。
　沖縄独自の一括交付金や那覇空港滑走路増設事業の初年度事業費などを盛り込み、平成24年度補正
予算（３73億円）と合わせた「15か月予算」により、切れ目なく沖縄振興を推進します。

（単位：百万円）
　１．沖縄振興一括交付金
　沖縄の実情に即してより的確かつ効果的に施策を展開するため、沖縄振興に資する事業を県が自主的な選択に基づいて実
施できる一括交付金。
①沖縄振興特別推進交付金（ソフト） 80,340（80,340）
②沖縄振興公共投資交付金（ハード） 80,971（77,116）

※平成 24 年度補正予算：4,411
161，311（157,456）

　２．公共事業関係費等
　小禄道路や那覇港・石垣港における旅客船バースや那覇空港など産業・観光の発展を支える道路や港湾、農業振興のため
に必要な生産基盤などの社会資本の整備、県民生活を支える学校施設の耐震化や災害に強い県土づくりなどを実施するため、
国直轄事業を中心とした公共事業関係費等を計上。
　その中で、那覇空港は、沖縄の産業の中心である観光の窓口や国際貨物ハブ化の拠点として沖縄振興のため重要な役割を
担っている。一方、年間の発着回数が13万回を超えており、処理能力の限界に近づきつつあるため、滑走路増設事業に新規
着手することとし、現在進めている環境影響評価法に基づく手続等が完了した後に、現地工事を開始。なお、平成26年度以
降については、予算編成過程において関係省庁間で可能な選択肢を幅広く検討し、所要の財源を確保。

114,359（111,107）
※平成 24 年度補正予算：27,341

※うち那覇空港滑走路増設事業：13,000（初年度）
　３．北部振興事業
　県土の均衡ある発展を図るため、北部地域の連携促進と自立的発展の条件整備として、産業振興や定住条件の整備等を行
う北部振興事業を実施。

5,000（5,000）
　４．不発弾等対策
　沖縄になお多く残る不発弾等の処理を進めるため、民間工事における不発弾等の探査事業の内容の充実、一時保管庫の新
設（石垣島）等を実施。

2,473（2,350）
　５．沖縄科学技術大学院大学
　沖縄の振興と自立的発展、世界の科学技術の向上を図るため、平成24年9月に開学した沖縄科学技術大学院大学において
教育研究環境を整備するとともに、国際的に卓越した科学技術に関する教育研究を推進。

10,257（10,379）
※平成 24 年度補正予算：4,671

　６．沖縄振興開発金融公庫
　沖縄の産業振興と雇用の創出を図るため、沖縄振興開発金融公庫が、特例業務として行う新事業創出促進のための出資金
の財源として追加出資を行う。

600（0）
※平成 24 年度補正予算：900

　７．鉄軌道等導入課題検討基礎調査
　新たな公共交通システムの在り方の検討のため、想定ルート案に基づいた事業採算性の試算等を行ったこれまでの調査結
果等を踏まえ、事業の整備効果についての定量的な測定や利用需要喚起方策等についてより詳細な検討を行う調査を実施。

191（100）

特集

Special
Edition1［総務部］

※平成２４年度補正予算　３７３億円

平成25年度内閣府沖縄担当部局予算（案）

平成２４年度予算
２，９３７億円

（復興特会を除いて２，８８１億円）

平成２５年度予算（案）
３，００１億円【＋６４億円、２．２％】
（復興特会を除いて３，０００億円

【＋１１９億円、４．１％】）

沖縄振興一括交付金
　沖縄の実情に即してより的確かつ効果的に施策を展開するため、沖縄振興に資する事業を県が自主的な選択
に基づいて実施。
○沖縄振興特別推進交付金（ソフト）　　　　　　　　　　○沖縄振興公共投資交付金（ハード）
　　　８０３億円 （前年度：８０３億円） 　　　　　　　　　　　　８１０億円 （前年度：７７１億円）

＜平成２４年度補正予算：４４億円＞
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